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防衛省における福利厚生施設に係る国有財産の取扱いについて
(通達）

標記について、下記のとおり定められたので、通達する。

記

１ 現在、防衛省における売店、食堂、自動販売機等の福利厚生施設は、防
、 、衛省共済組合が運営しているところであるが その使用に係る国有財産は

国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）第１２条の規定に基
づき、無償で利用に供されている。

２ 他方、国有財産の有効活用は国にとって重要な課題となっており、平成
１９年１月に改正された「行政財産を使用又は収益させる場合の取扱いの

」（ 。 。 「 」 。）基準について 蔵管第１号 昭和３３年１月７日 以下 通達 という
第１節第３第２項においては 「福利厚生事業の実施目的であることのみ、
をもって、国家公務員共済組合に無償使用とするのではなく、有償による
使用収益により、その目的を達することができないかの検討が不可欠であ
る」とされている。

３ 今般、防衛省において、福利厚生施設に係る国有財産の利用について実
情を踏まえて検討を行った結果、今後、防衛省においても、福利厚生施設
の運営のために国有財産を使用させるに当たっては、通達第１節第３第２
項の規定に基づき、原則として有償で使用させることとする。



ただし、利用者数が少ない、利用者数の変動が大きい、設備投資額が多
額に上る等の事情により、採算性等の面で、有償使用によっては業者の参
入が期待できない場合などは、通達第１節第３第２項の規定に基づき、例
外として、無償で使用させる。その際の相手方については、国家公務員共
済組合法第１２条の規定に基づき、防衛省共済組合とする。

、 、４ 使用許可を行う場合の相手方の選考は 通達第３節第２の規定に基づき
公募により選定する。

ただし、透明性及び公平性を確保するとともに、資力、信用、技能等を
十分調査した上で、公募になじまないと判断される場合並びに防衛省共済
組合の所有する建物（隊員クラブ、娯楽センター及び自動販売機コーナー
が置かれている建物等）並びに防衛省共済組合が保有するたばこの自動販
売機及びＡＴＭに係る国有財産の使用については、例外として、防衛省共
済組合の使用に供することとする。

５ この通達の実施に係る細部事項については、人事教育局長が定めるもの
とする。


